
証券コード　6264

2022年11月９日

株 主 各 位
鹿児島県出水市大野原町2 1 4 1番地

株 式 会 社 マ ル マ エ
代表取締役社長 前 田 俊 一

１．日 時 2022年11月25日（金曜日）午後３時

２．場 所 鹿児島県出水市大野原町2141番地
株式会社マルマエ　本社　３階「特設会場」

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第35期（2021年９月１日から2022年８月31日まで）事業報告
及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額改
定の件

第６号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額改定の
件

第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額改定の件

第35期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第35期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご案内申しあげます。

なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の
うえ、51頁のご案内に従って2022年11月24日（木曜日）午後５時30分までに議決
権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト〔https://www.marumae.com/〕に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルス(COVID-19）感染防止の観点から、株主様には可能な限り書面またはイン
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ターネットにより事前の議決権行使をお願い申しあげます。また、当日ご来場される株主様に

おかれましては、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、当日までの流行状況やご自身

の健康状態にご留意いただいたうえで、ご来場を見合わせていただくことを含めて、ご検討い

ただきますようお願い申しあげます。なお、当社の判断に基づき、株主総会会場において株主

様の安全確保及び感染拡大防止のために必要な措置を講じる場合もありますので、ご協力のほ

どお願い申しあげます。
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(2021年９月１日から
2022年８月31日まで)

（提供書面）

事 業 報 告

１. 会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大に対する各種

政策の効果もあり、景気に緩やかな持ち直しの動きが見られた一方で、ロシアに

よるウクライナ侵攻をめぐる国際情勢不安の長期化、急激な円安の進行などによ

り、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社の主な販売分野である半導体分野におきましては、ロジック＊１向け及び

メモリ＊２向けともに好調な市場環境が続きました。

ＦＰＤ分野におきましては、Ｇ10.5液晶パネル投資とＧ６ ＯＬＥＤ（有機Ｅ

Ｌ）投資が続きましたが、液晶パネル向けの投資は期末にかけて停滞傾向が出始

めました。

このような市場環境のもと、半導体分野では既存顧客からの受注に加え、新規

顧客からの量産受注も好調に推移いたしました。

ＦＰＤ分野では、液晶向けの受注が停滞しながらもＯＬＥＤ向けは好調に推移

いたしました。

その他分野におきましては、太陽電池製造装置部品の受注があり、大きく伸び

ました。

費用面につきましては、生産能力増強に伴う減価償却費と労務費の増加が発生

いたしました。

これらの結果、当事業年度の業績は、売上高が8,585百万円(前期比59.9％

増)、営業利益が2,361百万円(前期比95.6％増)、経常利益が2,366百万円(前期比

97.2％増)、当期純利益が1,817百万円(前期比101.3％増)となりました。

なお、当社は精密部品事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごと

の記載を省略しております。

＊１　ロジックとは、演算や論理処理を行う半導体素子です。

＊２　メモリとは、記憶を保持する半導体素子です。
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製品分野 売上高 構成比

半導体製造装置関連部品 6,382百万円 74.3％

ＦＰＤ製造装置関連部品 1,542 18.0

その他 660 7.7

出水事業所 マシニングセンタ22台、ＣＮＣ旋盤16台、太陽光パ

ネル一式

高尾野事業所 マシニングセンタ１台

関東事業所 太陽光パネル一式

当事業年度の製品分野別の状況は次のとおりであります。

（注）金額は販売価格によっております。

(2)設備投資の状況

当事業年度中に取得した主要設備

(3)資金調達の状況

当事業年度中に当社の設備投資資金として金融機関より長期借入金1,400百

万円の調達を実施しました。

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。
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(4)対処すべき課題

当社は、以下を対処すべき課題と捉えております。

①市場変動

当社の属する半導体とＦＰＤの市場は景気変動に伴い大幅な需要の変動が

起こります。これらの変動に対応するために、消耗品の受注拡大を進めてい

ます。さらに、新分野の拡大を行うとともに、生産性を向上させ、生産力拡

大に対する固定費の拡大抑制を行うことを主な対応策としております。な

お、具体的な固定費の抑制方法につきましては、需要の変動に対応するた

め、協力企業の育成と活用を行うことと、生産の自動化を進める方針です。

②競争の激化と受注価格低下

当社の属する業界は中小の同業社が多く、厳しい競争のある業界です。参

入障壁の低い案件は競争から価格は低下します。そのような業界の中で、当

社は参入障壁の高い真空パーツに取り組み受注拡大を狙い、また、独創的な

加工手法や徹底的に行う生産性改善手法によりコスト低減を続け市場価格の

低下に先回りした対応をしております。しかしながら、保有する技術の陳腐

化が進むことから今後も継続的に技術開発を行う必要があります。そのた

め、当社においてはＲ＆Ｄの強化と人材育成に注力する方針です。

③「人」に対する取り組み

当社は、人の持つ技術力や営業力が最も重要な強みであるため、強みを持

つ人材の安定化と育成が重要な課題となっております。しかしながら、継続

的に改善を進めながらも、高い能力を持つ人材に頼る部分が多く、時間外労

働や休日出勤の偏りが生じております。このような状況から、多様な勤務形

態を構成することで個々の負担を減らし、社員満足度の向上と人材の安定化

を図り、長期的な人材育成プランを実現していく方針です。
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区 分
第 32 期

(2019年８月期)
第 33 期

(2020年８月期)
第 34 期

(2021年８月期)

第 35 期
(当事業年度)
(2022年８月期)

売 上 高 (百万円) 4,019 4,388 5,369 8,585

当 期 純 利 益 (百万円) 436 690 902 1,817

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 33.45 53.34 70.51 142.58

総 資 産 (百万円) 8,329 8,894 9,742 12,552

純 資 産 (百万円) 5,307 5,706 6,327 7,299

１株当たり純資産額 (円) 406.65 445.69 494.20 578.06

(5)財産及び損益の状況の推移

（注）当事業年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を適用しており、当事業年度の財産及び収益の状況については、当該会計基準等を適用

した後の数値を記載しております。

(6)重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。
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区分 主要製品

半 導 体 分 野

用途：半導体製造装置及び検査装置を構成する真空部品。
多数ある半導体製造工程で、主にドライエッチング
工程・ＣＶＤ工程・洗浄工程・塗布工程などの前工
程と言われる半導体製造装置を構成する部品を製造
しております。

特徴：当社で製造する部品は、主に真空中で使用されるた
めに気密性など高精度な仕上がりが要求されるほ
か、高温高電圧のプラズマにさらされることから高
い対電圧性能が要求されます。また、半導体製造の
プロセスは非常に繊細であるため、製品の安定度が
重要な要素となっており、試作とプロセス評価に長
い時間が掛かりながらも、一旦装置に採用されると
長い期間変更されずに受注が継続します。また、プ
ラズマにさらされることから消耗も激しく、定期的
に消耗品需要もあり、新規装置の需要が無い場合で
も消耗品需要が見込めます。

Ｆ Ｐ Ｄ 分 野

用途：ＦＰＤ製造装置及び検査装置を構成する真空部品。
ＦＰＤ製造工程の中で、主にドライエッチング工
程・ＣＶＤ工程・塗布工程などのＦＰＤ製造装置を
構成する部品を製造しております。

特徴：チャンバーと呼ばれる耐真空容器や電極と呼ばれる
チャンバー内蔵物を製造しております。これらの部
品は部品サイズが３ｍ以上と大きく、形状が複雑で
非常に歪み易い割に、厳しい平面度や位置精度など
高精度が要求されるアルミ等の金属製部品です。大
きさは違いますが、半導体部品と同様にプラズマに
さらされる環境で、対電圧や安定性が求められる重
要部品です。

そ の 他

用途：スマートフォン筺体（ケース）の表面処理装置、太
陽電池製造装置部品、オートバイのレース用部品、
光学分野（カメラ・顕微鏡）・医療装置などの産業
用装置部品などを製造しております。

特徴：各分野の最終製品を構成する部品の中でも、複雑な
形状や高い平面度が必要であるなど歪みの少なさが
要求される部品、あるいは溶接や表面処理を含む多
工程が必要な部品などで、アルミほか各種金属製の
部品です。

(7)主要な事業内容（2022年８月31日現在）

当社の事業の内容は、半導体及びＦＰＤ等の製造装置を構成している真空部

品等を製造する精密部品事業であります。

当社では、主に下記用途及び特徴の製品を製造装置メーカーから受注してお

ります。
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本社・出水事業所 鹿児島県出水市

高 尾 野 事 業 所 鹿児島県出水市

関 東 事 業 所 埼玉県朝霞市

(8)主要な事業所（2022年８月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

179（133）名 19名増（25名増） 38.5歳 8.1年

(9)従業員の状況（2022年８月31日現在）

（注）１. 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２. 従業員数が前事業年度と比べて19名増加しましたのは、主として半導体分野の事業

拡大に伴う定期採用及び有期契約社員の登用によるものであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 1,413百万円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 665

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 655

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 415

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 74

(10)主要な借入先（2022年８月31日現在）

(11)その他会社の現況に関する重要な事項

当社は、2022年４月４日付で、東京証券取引所における新市場区分である

「プライム市場」へ移行いたしました。
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(1)発行可能株式総数 52,212,000株

(2)発行済株式の総数 13,053,000株 （うち自己株式 426,051株）

(3)株主数 12,777名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

前 田 俊 一 4,822,015株 38.2％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 772,500 6.1

前 　 田 　 美 佐 子 504,000 4.0

川 本 忠 男 212,900 1.7

前 田 良 子 180,000 1.4

五 十 嵐 　 光 　 栄 168,000 1.3

マ ル マ エ 共 栄 会 124,700 1.0

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 120,200 1.0

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY FOR STATE 
STREET BANK INTERNATIONALGMBH, LUXEMBOURG BRANCH 
ON BEHALF OF ITS CLIENTS:CLIENT OMNI OM25

98,215 0.8

野 村 證 券 株 式 会 社 78,500 0.6

取得した株式の種類及び総数 普通株式　181,400株

取得価額の総額 399百万円

取得した期間 2022年４月18日～2022年５月２日

２. 株式の状況(2022年８月31日現在）

(4)大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式426,051株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5)当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況

当社は、2020年11月27日開催の第33期定時株主総会決議に基づき、譲渡制限
付株式報酬制度を導入いたしました。これを受け、2021年12月17日開催の取締
役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を決議し、2022年１月
７日付で取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）３名に自
己株式5,629株の処分を行っております。

(6)その他株式に関する重要な事項

2022年４月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により
読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得にかかる事
項を決議し、同決議に基づき自己株式を取得いたしました。
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３. 新株予約権等の状況

(1)当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交
付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2)当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 前 田 俊 一 統括及び管理本部担当

取 締 役 海 﨑 功 太 営業本部担当

取 締 役 安 藤 博 音 技術生産本部担当

取 締 役 門 田 晶 子 合同会社Go！Kagoshima 代表

取締役（監査等委員・常勤） 外 西 啓 治

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 桃 木 野 　 　 　 聡 桃木野総合法律事務所 所長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 山 本 隆 章
セイコーソリューションズ株式会
社 顧問

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 宮 川 博 次 宮川公認会計士事務所 副所長

４. 会社役員の状況

(1)取締役に関する事項（2022年８月31日現在）

（注）１. 取締役門田晶子氏、取締役（監査等委員）桃木野聡氏、山本隆章氏及び宮川博次氏

は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員・常勤）外西啓治氏及び取締役（監査等委員）宮川博次氏は、以

下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　　①取締役（監査等委員・常勤）外西啓治氏は、金融機関における豊富な経験と幅広い

見識を有しております。

　　②取締役（監査等委員）宮川博次氏は、公認会計士の資格を有しております。

３. 情報収集の充実を図り、会計監査人、内部統制所管部門及び社外取締役である監査等

委員との連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤

の監査等委員を置いております。

４. 当社は、取締役門田晶子氏、取締役（監査等委員）桃木野聡氏、山本隆章氏、宮川　

博次氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

５. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

2021年11月26日をもって兒島吉二氏は、任期満了により取締役（監査等委員・常勤）

を退任いたしました。

(2)責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任

限度額としております。
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(3)役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がそ

の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けるこ

とによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしてお

ります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一

定の免責事由があります。

当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役及び監査等委員である取締

役であり、保険料は全額当社が負担しております。

(4)取締役の報酬等

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月20日開催の取締役会において、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容に

かかる決定方針を決議しております。その概要は次のとおりであります。な

お、取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について諮問委員

会へ諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され

た決定方針と整合していることや、諮問委員会からの答申が尊重されている

ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

イ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、

個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と

することを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、

固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等および株式報酬により構

成し、監督機能を担う監査等委員である取締役及び監査等委員ではな

い社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこ

ととする。

ロ．基本報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬の額等の決定に関する方針(報

酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

(a)基本報酬に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、

在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考

慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
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(b)業績連動報酬に関する方針

業績連動報酬等は、「固定部分」と会社の業績に連動した「変動

部分」から構成し、「変動部分」は（１）従業員一人当たりの賞与

額、（２）総資産経常利益率、（３）純資産経常利益率を所定の比

率で換算し、月額報酬に反映させる仕組みとする。これらの指標

は、（１）は従業員満足度を高めながら一人当たり生産性を向上さ

せること、（２）はＲＯＡを高める経営を心掛けること、（３）は

ＲＯＥを高める経営を心掛けることを目標とする。なお、各々の数

値は個別の目標値は持たず、３つの項目の評価を合算して達成度を

算出することとし、適宜、環境の変化に応じて諮問委員会の答申を

踏まえた見直しを行うものとする。

(c)非金銭報酬に関する方針

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、取締役（社外取締役及び

監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に

対し譲渡制限付株式を割り当てるために、当社の各事業年度を評価

対象期間とし、対象取締役の役位に基づいて定めた金額（以下「役

位別基礎金額」という。）に業績支給率を乗じた金額を金銭報酬債

権として付与し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として会

社に現物出資させることで、対象取締役に当社の普通株式を発行又

は処分し、これを保有させる。なお、対象取締役に対して付与され

る金銭報酬債権の総額は、年額４千万円以内、当社が発行し又は処

分する普通株式の総数は年60,000株以内とする。各対象取締役への

具体的な支給時期及び配分については、諮問委員会の答申を受け取

締役会において決定するものとする。

＜交付株式数の算出方法＞

交付株式数＝役位別基礎金額（※１）×業績支給率（※２）÷１株

当たりの払込金額

（※１）対象取締役の役位に応じて、取締役会で定める。

（※２）評価対象期間における連結営業利益率の実績に応じて、0％

～200％の範囲で変動することとする。
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氏名 基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

代表取締役 ４割 ４割 ２割

取締役 ５割 ３割 ２割

ハ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事

業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬

水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成

とし、諮問委員会において検討を行う。取締役会は諮問委員会の答申

内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締

役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、以下のとおりとする。

（連結営業利益率20％を達成した場合の目安。）

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については諮問委員会において代表取締役から業績

の状況や目標に対する達成度合いの説明を受け、その上で代表取締役

から報酬案の提示を行わせ、内容について協議と調整を行った結果を

取締役会へ答申し、取締役会において決議する。なお、株式報酬にお

いても、諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当

株式数を決議する。
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区　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（うち社外取締役）

108

(4)

48

(4)

43

(－)

15

(－)

4

(1)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

24

(13)

24

(13)

－

(－)

－

(－)

5

(3)

合　　　計

（うち社外役員）

132

(18)

72

(18)

43

(－)

15

(－)

9

(4)

②当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2021年11月26日をもって退任した取締役（監査等委員）１名を含めており

ます。

２. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2018年11月28日開催の

第31期定時株主総会において年額１億５千万円以内と決議いただいております。当該

株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、５名で

す。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年11月28日開催の第28期定時株主総会

において年額３千万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査

等委員の員数は、３名です。

４. ２及び３の報酬限度額と別枠で、譲渡制限付株式を割り当てるための金銭報酬債権に

係る報酬額として、2020年11月27日開催の第33期定時株主総会において、その限度額

は年額４千万円以内、また金銭報酬の対価として発行・処分する当社普通株式の上限

を年60,000株とすることが決議されております。当事業年度において、これらの支給

枠に基づく報酬等の支給対象となる取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の

員数は３名です。

５. 業績連動報酬等にかかる業績指標は、従業員一人当たりの賞与額及び総資産経常利益

率、純資産経常利益率であり、その実績は「１.会社の現況に関する事項(1)事業の経

過及び成果」のとおりであります。当該指標を選択した理由は、従業員満足度を高め

ながら一人当たり生産性を向上させること及びＲＯＡ、ＲＯＥを高める経営を心掛け

ることを目標としているためであります。また、業績連動報酬等の算定方法について

は、「①ロ.(b)業績連動報酬に関する方針」のとおりであります。

６. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「①ハ.金銭報酬の

額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対

する割合の決定に関する方針」のとおりであります。上表の非金銭報酬等の総額は、

当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬額の費用計上額であります。なお、当事業年度

を対象期間とした譲渡制限付株式報酬は翌事業年度に交付される見込みであります。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
門 田 晶 子

当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回に出席いた
しました。経営経験者としての専門的見地及び女性取締役と
しての多様な視点から、取締役会において、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

取締役（監査等委員）
桃 木 野 　 　 　 聡

当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査等委
員会14回のうち13回に出席いたしました。弁護士としての専
門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査等委員会において、監査結果についての意見交換
等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
山 本 隆 章

当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査等委
員会14回のうち13回に出席いたしました。経営経験者として
の専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査等委員会において、監査結果についての意見交換
等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
宮 川 博 次

当事業年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査等委
員会14回のうち14回に出席いたしました。公認会計士として
の専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査等委員会において、監査結果についての意見交換
等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。

(5)社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役門田晶子氏は、合同会社Go！Kagoshimaの代表であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）桃木野聡氏は、桃木野総合法律事務所の所長であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）山本隆章氏は、セイコーソリューションズ株式会

社の顧問であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ

ん。

・取締役（監査等委員）宮川博次氏は、宮川公認会計士事務所の副所長で

あります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員と

の親族関係

該当事項はありません。

③当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

18

５. 会計監査人の状況

(1)名称　　　　　 三優監査法人

(2)報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況、報酬の見積りの算定

根拠等について検討した結果、適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額

について同意しております。

(3)非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4)解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査等委員会が選定した取締役（監査等委員）は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告

いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目

的とすることを監査等委員会に請求し、監査等委員会はその適否を判断したう

えで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

(5)責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、会計監査人がその契約の履

行に伴い当社が損害を被った場合、悪意又は重大な過失があったときを除き、

法令が規定する額をもって損害賠償責任限度額としております。
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６. 会社の体制及び方針

(1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

企業が存立を継続していくためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であ

ると認識し、すべての役職員が公正かつ高い倫理観に基づいて行動し、広く

社会から信頼される経営体制の確立に努める。

イ. 取締役会は、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項

につき、十分審議した上で意思決定を行う一方、職務執行する取締役か

らはその執行状況に関わる報告等を求めて経営方針の進捗状況を把握

し、職務執行の適正性を管理監督する。

ロ. 監査等委員である取締役は、取締役会の他重要な意思決定の過程及び職

務執行状況を把握するため、重要な会議に出席し、取締役及び使用人の

職務執行状況等に関して意見の陳述や報告を行い、必要に応じて助言・

勧告、場合によっては適切な処置を講ずる。

ハ. 経営会議は定期的に開催し、取締役及び幹部社員による重要な意思決定

と業務執行の経過に対して多面的な検討を行うとともに、相互監視を行

う。

ニ. 内部監査担当者は、定期監査とともに必要に応じて任意監査を実施して

日常の職務執行状況を把握し、その改善を図る。

ホ. コンプライアンス体制の維持のため、弁護士及び監査法人等の外部専門

家と密に連携を図る。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係わる情報について、管理基準及び管理体制を整備

し、法令及び「稟議規程」、「文書管理規程」、「情報システム管理規程」

に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役、監査等委員である

取締役等が閲覧、謄写可能な状態にて維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理を最も重要な経営課題の一つと位置づけ、当社固有のリスクを

十分認識した上で、様々な危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、

事前に適切な対応策を準備する等により、損失の危険を最小限にすべく組織

的な対応を行う。
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イ. 全社的なリスクの監視及び全社的な対応は管理本部が行う。

ロ. 各部門の担当業務におけるリスクは、当該部門長が責任者となりマニュ

アル等の整備及び徹底、必要な教育を行う。

ハ. 取締役並びに各部門長は、個々の職務における重大なリスクの把握に努

め、発見したときは取締役会で多面的な審議の上、適切な対策を決定

し、実施する。

ニ. 内部監査担当者は、リスク管理の状況についても監査を実施する。

ホ. 新たにリスク管理面で問題が発生もしくは発生が予測される場合には、

取締役会に報告し、その対策を協議して是正処置を取る。

ヘ. 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮の下、弁護士等

を含む外部専門家を利用し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ

を最小限に止める体制を整える。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

規程の整備により、取締役の権限・責任の範囲と担当業務を明確かつ適切

に定めることで、取締役が効率的に職務執行する体制を確保する。

イ. 取締役会は中期事業計画及び各年度の予算案を決定し、各部門がその目

標達成のための具体策を立案・実行する。

ロ. 「取締役会規程」、「組織規程」、「職務分掌規程」及び「決裁権限基

準」により、取締役の委嘱事項を定め、委嘱した範囲において職務執行

を決定し実行できる権限を委譲する。取締役は職務執行の進捗状況等を

取締役会及び経営会議で報告する。

ハ. 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、必要に応じ

て組織、職制、業務分掌、決裁権限等に関する社内規程等の見直しを行

い、必要な改善を行う。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制

現在、子会社、関連会社に該当するものは存在しないが、将来においてグ

ループ会社を設置する場合には、子会社管理規程を整備し、当社と同等の管

理、規程・コンプライアンス基準の整備、管理、事業内容の定期的な報告と

協議を行う。また会計基準についても、特定の理由がある場合を除いて、原

則的に当社の会計基準に従う。

子会社の業務執行者による当社への報告体制、子会社の損失のリスク管理

体制、子会社の業務執行の効率性を確保するための体制並びに子会社の業務

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制についても、将来

子会社を設ける場合には、子会社管理規程を整備して定める。

⑥監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた

場合における当該使用人に関する事項

監査等委員である取締役と内部監査担当者は常に連携できる体制にあるた

め、監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置いていないが、

監査等委員である取締役からその使用人の設置を求められた場合は、監査等

委員である取締役と協議の上、必要に応じて設置する。
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⑦前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を設置した場合には、

その指揮・命令等は監査等委員である取締役の下にあり、その人事上の取り

扱いは監査等委員である取締役と協議して行う。

⑧監査等委員である取締役による前項の使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項

前項の使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員である取

締役に係る業務を優先して従事するものとする。また、兼務する他部署の上

長及び取締役は、当該業務の遂行にあたって要請があった場合は必要な支援

を行う。

⑨取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制

監査等委員である取締役の取締役会等の重要な会議への出席を、取締役の

業務執行に対する厳正な監視体制とするとともに、監査等委員である取締役

への重要な報告を行う体制とする。また、会社に著しい損害をおよぼすおそ

れのある事実等を発見した場合は、速やかに監査等委員である取締役に報告

する。

⑩前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを

受けないことを確保するための体制

監査等委員である取締役に対して前項の報告を行ったことを理由として、

当該報告者は何ら不利益な取り扱いを受けないものとする。また、会社の人

事考課にあたり、監査等委員である取締役は第６項乃至第９項の業務又は報

告を行った使用人に関し、評価上の意見を述べることができる。

⑪監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の

手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

監査等委員である取締役の職務執行に関して生じる費用については、会社

の経費予算の範囲内において、所定の手続きにより会社が負担する。

⑫その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

「監査等委員会監査等基準」において、監査等委員である取締役と内部監

査担当者が緊密な連携を保つよう努めなければならない旨を定め、監査が実

効的に行われることを確保する。また、取締役と監査等委員である取締役は

積極的に意見交換を行い、適切な意思疎通を図る。
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(2)業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況

①財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

財務報告に係る内部統制に対応するため、業務プロセスにおける適正性を

確保した体制を整備し、運用しています。

②その他業務の適正を確保するために必要な体制

経営及び業務執行の健全かつ適切な運営の強化のためコンプライアンス基

本規程や行動規範を定め、教育・研修を定期的に実施することで、コンプラ

イアンス意識の周知徹底を図っています。併せてコンプライアンス違反行為

等の早期発見と是正を図るために社内外の通報相談窓口を整備し運用してお

ります。

リスク管理につきましては、「リスク管理規程」を定め、リスク管理を効

果的・効率的に進めるために責任部署による対応を基本とする体制を取って

おりますが、その対応状況については、リスク管理委員会及び経営会議や取

締役会等でフォローを行っています。

(3)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

「反社会的勢力に関する規程」を定め、社会の秩序や安全に脅威を与える反

社会的勢力や団体とのいかなる関係も排除し、不当要求等に対しては毅然と対

応する方針であります。

(4)剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元につきましては、重要な経営施策の一

つとして位置づけています。

今後の利益配分に関しましては、長期的な視野に立った投資の実施ととも

に、経営成績及び財務状況を勘案しつつ、収益性に基づく利益配分を目指し、

配当金の計算は、配当性向の考えを取り入れたいと考えております。なお、中

期的な配当性向の目途といたしましては、中期事業計画の期間中（2023年８月

期から2025年８月期）に35％以上を目標としております。また、最終損益で損

失を計上しない限りは、通年で１株につき最低20円（最低上期10円、期末10

円）の安定配当を行う方針としております。

－ 21 －



（2022年８月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

6,591,903

3,011,795

8,001

1,284,632

1,200,815

16,152

1,027,314

19,256

17,074

12,102

△5,241

5,961,042

5,757,418

1,750,722

85,910

2,971,585

11,008

18,993

766,549

26,510

126,137

38,822

38,814

7

164,801

7,000

111

1,155

155,845

690
　

流 動 負 債 2,504,697

買 掛 金 331,972

１年内返済予定の長期借入金 559,512

リ ー ス 債 務 4,276

未 払 金 353,964

未 払 費 用 226,957

未 払 法 人 税 等 527,417

前 受 金 328,035

預 り 金 10,954

前 受 収 益 245

受 注 損 失 引 当 金 32,200

株 式 報 酬 引 当 金 16,000

そ の 他 113,161

固 定 負 債 2,749,158

長 期 借 入 金 2,664,182

長 期 リ ー ス 債 務 22,342

退 職 給 付 引 当 金 48,179

資 産 除 去 債 務 1,069

受 入 保 証 金 2,700

そ の 他 10,685

負 債 合 計 5,253,856

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,299,089

資 本 金 1,241,157

資 本 剰 余 金 1,950,687

資 本 準 備 金 1,125,157

そ の 他 資 本 剰 余 金 825,530

利 益 剰 余 金 4,665,603

利 益 準 備 金 14,112

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,651,491

圧 縮 積 立 金 7,923

繰 越 利 益 剰 余 金 4,643,567

自 己 株 式 △558,359

純 資 産 合 計 7,299,089

資 産 合 計 12,552,945 負 債 純 資 産 合 計 12,552,945

貸　借　対　照　表

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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(2021年９月１日から
2022年８月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,585,027

売 上 原 価 5,426,871

売 上 総 利 益 3,158,156

販売費及び一般管理費 796,548

営 業 利 益 2,361,607

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 50

為 替 差 益 22,090

業 務 受 託 料 4,151

そ の 他 営 業 外 収 益 6,961 33,252

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19,755

支 払 補 償 費 4,394

そ の 他 営 業 外 費 用 3,941 28,091

経 常 利 益 2,366,768

特 別 利 益

補 助 金 収 益 66,546 66,546

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 418 418

税 引 前 当 期 純 利 益 2,432,896

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 661,186

法 人 税 等 調 整 額 △45,309 615,876

当 期 純 利 益 1,817,019

損　益　計　算　書

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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(2021年９月１日から
2022年８月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資本剰余
金 合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計圧 縮

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,241,157 1,125,157 813,184 1,938,342 14,112 11,885 3,283,609 3,309,607

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △461,023 △461,023

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △3,961 3,961 －

当 期 純 利 益 1,817,019 1,817,019

自 己 株 式 の 取 得 －

自 己 株 式 の 処 分 12,345 12,345 －

事 業 年 度 中 の 変 動 額
合 計

－ － 12,345 12,345 － △3,961 1,359,958 1,355,996

当 期 末 残 高 1,241,157 1,125,157 825,530 1,950,687 14,112 7,923 4,643,567 4,665,603

株主資本等変動計算書

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △161,971 6,327,134 6,327,134

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △461,023 △461,023

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 1,817,019 1,817,019

自 己 株 式 の 取 得 △400,033 △400,033 △400,033

自 己 株 式 の 処 分 3,646 15,991 15,991

事 業 年 度 中 の 変 動 額
合 計

△396,387 971,954 971,954

当 期 末 残 高 △558,359 7,299,089 7,299,089

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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①有形固定資産

（リース資産を除く)

建物（附属設備を除く）：定額法

上記以外：定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物は定額法によっております。

②無形固定資産

（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

個別注記表

１. 重要な会計方針

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

・製品 主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

・仕掛品 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)を採用しております。

・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における

受注契約に係る損失見込額を計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額を計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりで

す。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度における発生額を、発生の

翌事業年度から平均残存勤務期間以内の一定の年数による定

額法により費用処理しております。
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(退職給付債務及び費用の算定方法の変更）

従来までは退職給付債務の計算を簡便法によっておりましたが、

対象となる従業員数の増加に伴い、当事業年度の期末より原則法

に変更しております。この結果、当事業年度末における退職給付

引当金が16,171千円増加し、退職給付費用として売上原価に

11,577千円、販売費及び一般管理費に4,594千円計上しておりま

す。

④株式報酬引当金 業績連動型株式報酬制度に基づく取締役への当社株式の交付に備

えるため、当事業年度末における給付の見込額に基づき計上して

おります。

(4)収益及び費用の会計基準

当社は、半導体・ＦＰＤ等の製造装置に使用される真空チャンバーや電極等の真空部品の製

造販売を主な事業としております。

顧客との販売契約において、受注した製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務

を充足する時点は、製品を納入後、顧客の検収を受けた時点であることから、原則として製品

の検収時点で収益を認識しております。また、当社が有償支給先となる有償受給取引のうち有

償支給元が実質的に有償支給品を買い戻す義務を負っている取引に係る収益については、有償

受給品の仕入額を除いた純額を収益として認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて

いません。

２. 会計方針の変更等に関する注記

(1)収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ

ととしております。

収益認識基準等の適用による主な変更点は、次のとおりです。

当社は、得意先から材料を仕入れ、加工を行ったうえで仕入価格に加工費等を上乗せした製

品を当該得意先に対して販売する有償受給取引を行っております。有償支給元が実質的に有償

支給品を買い戻す義務を負っている場合には、従来は有償支給元への売り戻し時に売上高と売

上原価を総額表示しておりましたが、収益認識会計基準等の適用により、売上高から有償受給

品の仕入額を除いた加工代相当額のみ収益として純額表示する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりませ

ん。この結果、当事業年度の売上高は54,199千円、売上原価は54,199千円それぞれ減少してお

ります。

また、収益認識会計基準等の適用により、有償受給品並びに仕掛品に含む有償受給品の棚卸

高を「原材料及び貯蔵品」及び「商品及び製品」並びに「仕掛品」として表示せず、流動資産

の「その他」として表示しております。
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仕掛品 1,027,314千円

受注損失引当金※ 32,200千円

相 殺 内 訳 金 額

製品と相殺表示 289

仕掛品と相殺表示 40,491

相殺額合計 40,781

 (2)時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること

としております。なお、計算書類に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において、区分掲記しておりました営業外収益の「受取保険金」（当事業年度は

1,969千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外収益の「その他」に

含めて表示することといたしました。

４．会計上の見積りに関する注記

（仕掛品の評価及び受注損失引当金)

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

※損失が見込まれる受注に係る棚卸資産は、これに対応する受注損失引当金を相殺表示して

おります。

当事業年度において売上原価に含まれる棚卸資産評価損は、見込生産品を合わせて93,373

千円であり、受注損失引当金繰入額は△3,846千円であります。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、受注契約に基づく製造案件のうち、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、か

つ当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、受注製造案件単位ごとに見込製

造原価と受注金額を比較し、受注金額等が見込製造原価を下回る場合に当該差額について受注

損失引当金を計上しております。

見込製造原価は帳簿価額に見積追加製造原価を加味して算出しております。

また、当社は仕掛品の評価は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

り、見込生産している仕掛品について製造単位ごとに帳簿価額と正味売却価額を比較し、正味

売却価額が帳簿価額を下回る場合に当該差額について、棚卸資産評価損を計上しております。

正味売却価額は受注見込金額から見積追加製造原価(見積直接販売経費は発生がほぼ見込まれ

ないため見積計上対象外としております）を控除して算出しております。

見積追加製造原価は、当事業年度における同一製品又は類似製品の製造実績等に基づき予測

した追加発生工数等を加味して算出しております。

当社は、棚卸資産評価損及び受注損失引当金を適切に見積もっていると考えておりますが、

見積りには一定の不確実性が含まれており、製造不具合の発生等予測困難な事象の発生等によ

り、見積りと実績が乖離した場合は翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。
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建物 1,423,085千円

構築物 54,841

機械及び装置 75,835

土地 707,346

計 2,261,108

長期借入金 2,413,694

計 2,413,694

（注）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 4,908,372千円

製品 289千円

仕掛品 40,491

計 40,781

当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

発行済株式

普通株式 13,053,000 － － 13,053,000

合計 13,053,000 － － 13,053,000

自己株式

普通株式（注） 250,196 181,484 5,629 426,051

合計 250,196 181,484 5,629 426,051

2022年４月15日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得 181,400株

譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分 5,629株

単元未満株式の買取による増加 84株

５. 貸借対照表に関する注記

(1)担保資産及び担保付債務

①担保に供されている資産

②上記に対応する担保付債務

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3)損失が見込まれる受注に係る棚卸資産には、これに対応する受注損失引当金を相殺表示して

おります。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する項目

(単位：株)

（注）普通株式の自己株式の変動事由は次のとおりです。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2021年

11月26日
定時株主総会

普通株式 179,239 14円
2021年

８月31日

2021年
11月29日

2022年

３月30日
取締役会

普通株式 281,784 22円
2022年
２月28日

2022年
４月21日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2022年

11月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 328,300 26円
2022年
８月31日

2022年
11月28日

(2)配当に関する事項

①配当金の支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

(3)当事業年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数

該当事項はありません。

７. 金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、主に銀行借入により、必要な資金を調達しております。一時的な

余資は短期的な預金に限定しております。

(2)金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、与信管理規程に沿って相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、信用状況を把握し、リスク低減を図っております。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

長期借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されてお

りますが、各部署からの報告に基づき管理本部が毎月資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価 差 額

(1)長期借入金 3,223,694 3,226,023 2,329

(2)長期リース債務 22,342 23,100 758

負債計 3,246,036 3,249,124 3,087

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,226,023 － 3,226,023

長期リース債務 － 23,100 － 23,100

負債計 － 3,249,124 － 3,249,124

2.金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

(単位：千円)

（注）１．「現金及び預金」「売掛金」「電子記録債権」「買掛金」「リース債務」「未払法

人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金559,512千円を含めております。

3.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

・長期借入金及び長期リース債務

これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。
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繰延税金資産 (千円)

減損損失 2,797

未払事業税 31,910

棚卸資産評価損 28,479

受注損失引当金 9,821

貸倒引当金 1,598

未払賞与 42,700

工場改修工事 18,179

退職給付引当金 14,694

株式報酬費用 9,757

資産除去債務 326

未払不動産取得税 2,448

繰延税金資産小計 162,713

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 162,713

繰延税金負債

圧縮積立金 3,477

前払固定資産税 1,280

前払労働保険料 2,111

繰延税金負債合計 6,868

繰延税金資産の純額 155,845

(1)１株当たり純資産額 578円06銭

(2)１株当たり当期純利益 142円58銭

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

10. １株当たり情報に関する注記
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当 事 業 年 度

半導体製造装置関連部品 6,382,368

ＦＰＤ製造装置関連部品 1,542,575

その他 627,683

顧客との契約から生じる収益 8,552,627

その他の収益（注） 32,400

外部顧客への売上高 8,585,027

当 事 業 年 度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 1,685,797

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 2,498,016

契約負債(期首残高) 45,097

契約負債(期末残高) 325,065

11. 収益認識に関する注記

(1)収益の分解情報

(単位：千円)

(注)　「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入であります。

(2)収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、重要な会計方針「(4)収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。

(3)当事業年度及び翌事業年度以降の収益を理解するための情報

①顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

(単位：千円)

②残存履行義務に配分した取引価格

当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価

格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

12. 追加情報

「新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り」

新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の世界的な感染拡大に伴い、経済や企業活動

に広範な影響が生じており、依然として国内経済先行き不透明な状況が続くものと推測して

おります。

当社では、当事業年度末現在において入手可能な外部の情報等を踏まえ、当社の業績に与

える影響は軽微であると前提のもと、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の感染状況が長期化した場合や、その

経済環境への影響が変化した場合には、翌事業年度以降の当社の財政状態、経営成績に影響

が及ぶ可能性があります。
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独立監査人の監査報告書

2022年10月21日

株式会社マルマエ

取締役会　御中

三優監査法人

福岡事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 植 木 貴 宣

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 堤 　 剣 吾

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マルマエの2021年９

月１日から2022年８月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2021年９月１日から2022年８月31日までの第35期事業年度におけ

る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

1.監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検討いたしました。

2.監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年10月24日

株 式 会 社 マ ル マ エ 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 外 西 啓 治 ㊞

監 査 等 委 員 桃 木 野 　 　 　 聡 ㊞

監 査 等 委 員 山 本 隆 章 ㊞

監 査 等 委 員 宮 川 博 次 ㊞
　(注）監査等委員桃木野聡、山本隆章及び宮川博次は会社法第２条第15号及び第331条第６

項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、経営成績

及び財務状況を勘案しつつ、配当による株主の皆様への利益還元に努めることを

基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いた

しまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

(2)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金26円　　総額は328,300,674円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

2022年11月28日といたしたいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案

第13条　（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示）

当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類に記載または表示す

べき事項に係る情報を、法務省令

に定めるところに従いインターネ

ットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供した

ものとみなすことができる。

(削除)

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書

きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会資料の電子提供制

度が導入されたことに伴い、次のとおり当社定款を変更するものであります。

(1)変更案第13条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電

子提供措置をとる旨を定めるものであります。

(2)変更案第13条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する

事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(3)株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第

13条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(4)上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものでありま

す。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

(新設)

(新設)

第13条　（電子提供措置等）

　　当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した

株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。

（附則）

１．2022年９月１日（以下「施行日」

という。）から６か月以内の日を

株主総会の日とする株主総会につ

いては、定款第13条（株主総会参

考書類等のインターネット開示）

は、なお効力を有する。

２．本附則は、施行日から６か月を経

過した日または前項の株主総会の

日から３か月を経過した日のいず

れか遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
の株式数

１
まえ

前　
だ

田　
とし

俊　
かず

一

(1966年11月20日生)

1987年４月 マルマヱ工業(個人)入社

1988年10月 マルマヱ工業有限会社(現当社)設

立、取締役

2001年４月 当社専務取締役

2003年８月 当社代表取締役社長

2010年４月 当社代表取締役社長兼製造部長

2010年12月 当社代表取締役社長兼製造部長兼

管理部長

2011年６月 当社代表取締役社長兼管理部長

2011年７月 当社代表取締役社長

2019年11月 当社代表取締役社長兼管理本部担

当(現任)

4,822,015株

２
かい

海　
ざき

﨑　
こう

功　
た

太

(1973年２月18日生)

1993年４月 岩崎技研株式会社入社

1993年12月 株式会社湖東製作所入社

1999年８月 マルマヱ工業有限会社(現当社)

入社

2004年４月 当社営業部長

2004年10月 当社取締役営業部長

2005年６月 当社取締役精密加工部長

2008年11月 当社取締役営業部長

2009年４月 当社取締役営業部長兼関東事業

所長

2010年４月 当社取締役営業技術部長

2011年６月 当社取締役営業部長兼関東事業

所長

2018年４月 当社取締役営業本部長（現任）

26,507株

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員

（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営

体制の強化のため１名を増員し、取締役５名の選任をお願いするものでありま

す。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
の株式数

３
あん

安　
どう

藤　
ひろ

博　
と

音

(1979年５月25日生)

1997年12月 株式会社トップコーポレーション入社

2000年10月 三代川塗装入社

2004年９月 株式会社アイ・テック入社

2008年１月 株式会社パラモド入社

2008年３月 当社入社

2016年11月 当社品質管理部長

2018年４月 当社執行役員技術生産本部長

2018年11月 当社取締役技術生産本部長

（現任）

2,907株

４

かど

門　
た

田　
あき

晶　
こ

子

(1968年８月６日生)

1995年９月 カリフォルニア州立サクラメント市TV

局KXTV-10（News10）入社

2006年２月 渕上印刷株式会社入社

2009年12月 渕上印刷株式会社取締役

2010年12月 渕上印刷株式会社代表取締役社長

2011年１月 株式会社南日本新聞オフセット輪転代

表取締役副社長

2012年９月 有限会社中央制作センター(現株式会社

クロスメディア)

代表取締役社長

2014年４月 公益財団法人屋久島環境文化財団理事

(現任)

2014年４月 公益財団法人鹿児島市国際交流財団理

事(現任)

2016年４月 鹿児島県女性活躍推進会議会長

　　　　　　(現任)

2016年９月 合同会社Go!Kagoshima代表

　　　　　　(現任)

2020年11月 当社社外取締役(現任)

300株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社
の株式数

５

※

せ

世　
こう

耕　
く

久　
み

美　
こ

子

(1972年９月７日生)

1995年４月 びわ湖放送入社

2003年４月 湖東コミュニティーネットワーク

入社

2004年７月 参議院議員

2010年９月 文部科学大臣政務官

2013年８月 参議院総務委員会委員長

2013年10月 参議院沖縄及び北方問題に関する

特別委員会委員長

2017年１月 一般社団法人For The World代表

理事(現任)

2017年１月 吉本興業株式会社　所属契約(文

化人)(現任)

2017年２月 株式会社NEED顧問(現任)

2017年３月 株式会社E the P 取締役(現任)

2020年３月 株式会社Lily MedTech顧問

2020年４月 神石インターナショナルスクール

評議員(現任)

2021年３月 日本創成未来構想会議委員(現任)

2021年12月 一般社団法人バンクフォースマイ

ルズ理事(現任)

－株

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３. 前田俊一氏は、当社の主要株主であります。

４. 門田晶子氏及び世耕久美子氏は、社外取締役候補者であります。

５. 社外取締役候補者の選任理由等及び期待される役割の概要について

門田晶子氏につきましては、経営者としての豊富なキャリアと高い見識を有してい

ることに加え、女性の活躍をはじめとするダイバーシティの推進に関する高い見識を

有しており、当該経験等を活かして業務執行を監督する役割を期待したためでありま

す。なお、門田晶子氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって２年で

あります。

世耕久美子氏につきましては、国会議員や文部科学大臣政務官として国政に携わる

ことで培われた豊富な経験と幅広い見識を有していることに加え、女性の活躍をはじ

めとするダイバーシティの推進に関する高い見識を有しており、当該経験等を活かし

て業務執行を監督する役割を期待したためであります。

６. 候補者と会社との間での責任限定契約

当社は門田晶子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認さ

れた場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。また、世耕久美子氏の

選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。

７. 門田晶子氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件並びに当社が定める社
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外役員の独立性判断基準を満たしており、当社が上場している東京証券取引所に独立

役員として届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員

とする予定であります。また、世耕久美子氏につきましても、東京証券取引所の定め

に基づく独立役員の要件並びに当社が定める社外役員の独立性判断基準を満たしてお

り、同氏の選任が承認された場合には、当社が上場している東京証券取引所に独立役

員として届け出る予定であります。

８. 当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を含む。）を被保険

者とし、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責

任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約に

より填補することとしております。各候補者が取締役に選任され、就任した場合に

は、いずれの取締役も引き続き当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険

契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

ほか

外　
にし

西　
けい

啓　
じ

治
(1964年５月７日生)

1983年４月　株式会社鹿児島銀行入行

2012年６月　同行横川支店長

2013年12月　同行監査部検査役

2014年２月　同行上町支店長

2016年５月　同行監査部検査役

2020年11月　当社取締役[常勤監査等委員]

（現任）

200株

第４号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役 外西啓治氏は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするもの

であります。

なお、本議案については、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．当社は、外西啓治氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認された場

合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

３．当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を含む。）を被保険

者とし、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任

の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約によ

り填補することとしております。候補者が取締役に選任され、就任した場合には、引

き続き当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時にお

いても同内容での更新を予定しております。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額改定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案についても同

じ。）の報酬等の限度額は、2018年11月28日開催の第31期定時株主総会において

年額１億５千万円以内と決議いただき今日に至っております。昨今の経済情勢等

諸般の事情を勘案して、改めて取締役の報酬等の額を年額２億円以内とするこ

と、及び各取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、取締役会の決議

によるものとすることにつきお諮りするものです。

なお、取締役の報酬等の額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与

は含まないものとします。

本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数

及び今後の動向等を総合的に勘案しつつ、諮問委員会の審議を経て取締役会で決

定しており、相当であるものと判断しております。

また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針は事業報告12頁

に記載のとおりであります。

現在の取締役は４名（うち社外取締役１名）でありますが、第３号議案「取締

役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件」が原案どおり承認された

場合、取締役の員数は５名（うち社外取締役２名）となります。
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第６号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬額改定の件

　当社は、2020年11月27日開催の第33期定時株主総会において、「取締役に対す

る譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件」としてご承認いただき（以下、

同定時株主総会における当該議案に関する決議を「当初決議」という。）、当社

の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下「対象取締役」

という。）に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えると

ともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし

て、本制度を導入しております。

　今般、当初決議の内容を以下のとおり一部改定し、対象取締役に対する譲渡制

限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額を増額することについてご承認

をお願いするものであります。

本改定は、中期経営計画の進捗状況、当初決議以降の当社の株価推移等を総合

的に勘案し、委員の過半数を独立社外取締役で構成する諮問委員会の審議を経て

取締役会で決定しており、内容は相当であるものと判断しております。

　なお、第３号議案が原案どおり承認可決された場合、対象取締役は３名となり

ます。

【改定内容】

当社の対象取締役の報酬限度額は、2018年11月28日開催の第31期定時株主総会

において、年額１億５千万円以内としてご承認をいただいておりますが、第５号

議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件」が原

案どおり承認可決されますと、年額２億円以内となります。また、当初決議にお

いて、上記の報酬限度額とは別枠として、本制度に基づき対象取締役に対する譲

渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額を年額４千万円以内とご承

認いただいて今日に至っております。

　本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のために金銭報酬債権を

支給し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付させることにより、譲

渡制限付株式を割り当てるものですが、対象取締役に対して支給される金銭報酬

債権の総額について当初決議より増額し、年額６千万円以内と改定させていただ

きたく存じます。

　以上の改定点を除き、当初決議の内容に変更はございませんが、改定後の本制

度の内容は以下のとおりになります。（下線部分は変更箇所を示しておりま

す。）
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【制度の概要】

本制度は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下

「対象取締役」という。）に対し譲渡制限付株式を割り当てるために、当社の各

事業年度を評価対象期間とし、対象取締役の役位に基づいて定めた金額（以下

「役位別基礎金額」という。）に業績支給率を乗じた金額を金銭報酬債権として

付与し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として会社に現物出資させるこ

とで、対象取締役に当社の普通株式を発行又は処分し、これを保有させるもので

す。

本制度に基づき対象取締役に対して付与される金銭報酬債権の総額は、年額

６千万円以内といたします。また、本制度により当社が発行し又は処分する普通

株式の総数は年60,000株以内（ただし、本株主総会による決議の日以降、当社の

普通株式の株式分割、当社普通株式の株式無償割当又は当社普通株式の株式併合

が行われた場合には、この総数上限は当該分割比率、割当比率または併合比率に

応じて比例的に変更されるものとする。）とし、１株当たりの払込金額は、各取

締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終

値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値。）と

いたします。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、諮問委員

会の答申を受け取締役会において決定するものといたします。

＜交付株式数の算出方法＞

交付株式数＝役位別基礎金額（※１）×業績支給率（※２）÷１株当たりの払込金額

（※１）対象取締役の役位に応じて、取締役会で定めます。

（※２）評価対象期間における連結営業利益率の実績に応じて、0％～200％の範囲で

変動することとします。

評価対象期間の終了後、最初に開催される定時株主総会の日までに（当該日

を含む。）任期満了その他正当な理由により対象取締役が取締役の地位を退任し

た場合は、上記と同様に計算される金額（本制度による金銭報酬の上記上限額の

範囲内の金額とする。）を金銭報酬債権として付与し、これを現物出資させるこ

とにより、上記と同様の算定式を用いて算出された数（上記上限株数の範囲内の

数とする。）の譲渡制限が付されていない普通株式を発行又は処分します。ただ

し、評価対象期間中に取締役の地位を退任した場合又は一定の非違行為があった

場合には、当該評価対象期間については本制度による報酬は支給しないこととし

ます。

また、評価対象期間中に、組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただ
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し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合において

は、当社の取締役会。）で承認された場合には（ただし、当該組織再編等の効力

発生日が本制度に基づく株式交付の日より前に到来することが予定されていると

きに限る。）、本制度による報酬は支給しないこととします。

本制度による当社の普通株式の発行又は処分は、原則として評価対象期間終

了後に行い、その発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役（ただし、評価

対象期間終了後、最初に開催される定時株主総会の日までに（当該日を含む。）

任期満了その他正当な理由により取締役の地位を退任した者（以下「退任者」と

いう。）を除く。）との間で譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」とい

う。）を締結するものとし、その内容として、次の事項が含まれることとしま

す。

①対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日から取締役を退任する日まで

の間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式について譲渡、担保権

の設定その他の処分をしてはならないこと

②一定の非違行為等があった場合や下記③の(i)、(ii)以外の事由により退任し

た場合には、当社が当該普通株式を無償で取得すること

③対象取締役の退任が(i)正当な理由による退任又は当社がやむを得ないと認め

た事由による辞任によるもの、(ii)死亡による退任、のいずれかであることを

条件として、退任時に譲渡制限を解除すること

なお、当社が退任者との間で締結する割当契約では、譲渡制限は設けないもの

とします。

また、本制度により対象取締役に割り当てられた株式（退任者に割り当てら

れた株式を除く。）は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をす

ることができないよう、譲渡制限期間中は、当社が定める証券会社に対象取締役

が開設する専用口座で管理されます。
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第７号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額改定の件

当社の監査等委員である取締役の報酬額は、2015年11月28日開催の第28期定時

株主総会において、年額３千万円以内と決議いただき今日に至っております。昨

今の経済情勢等諸般の事情を勘案し、改めて監査等委員である取締役の報酬額を

年額４千万円以内とすること、及び各監査等委員である取締役に対する具体的金

額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議によるものとするこ

とにつきお諮りするものです。

本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数

及び今後の同行等諸般の事情を参考に決定したものであり、相当であるものと判

断しております。

　第４号議案「監査等委員である取締役１名選任の件」が原案どおり承認可決さ

れた場合、監査等委員である取締役の員数は４名（うち社外取締役３名）となり

ます。

以　上
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番号 氏 名

属 性 当社が特に期待する知見・経験

監

査

等

委

員

諮

問

委

員

独

立

性

（

社

外

）

企
業
経
営
・
経
営
戦
略

開
発
・
技
術
・
品
質

企

画

・

営

業

財

務

・

会

計

リ
ス
ク
管
理
・
法
務

国

際

経

験

行

政

経

験

1 前 田 俊 一 ● ●●●●●

2 海 﨑 功 太 ● ●

3 安 藤 博 音 ●●

4 門 田 晶 子 ●● ●

5 世 耕 久 美 子 ●● ●

6 外 西 啓 治 ● ●

7 桃 木 野 　 聡 ●●● ●●

8 山 本 隆 章 ●●●● ●

9 宮 川 博 次 ●●● ●

【ご参考：株主総会後の取締役会のスキルマトリックス】

第３号議案及び第４号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会のス

キルマトリックスは以下のとおりとなります。
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書面またはインターネット等による議決権行使のご案内

《インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ》
インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い
合わせくださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人 日本証券代行㈱代理人部 ウェブサポート専用ダイヤル

[ 電 話 ]：0120－707－743（フリーダイヤル）

受 付 時 間 : 午 前 ９ 時 か ら 午 後 ９ 時 ま で （ 土 ･ 日 ･ 祝 日 も 受 付 ）

議決権を書面またはインターネット等により行使される場合は、下記の事項をご
了承のうえ、2022年11月24日（木曜日）午後５時30分までに行使してくださいま
すようお願い申しあげます。

記

〔書面（郵送）による議決権の行使〕
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記行使期限までに到着するよ
うにご返送ください。

〔インターネット等による議決権の行使〕
(1)インターネットによる 議決権行使 は 、 当社 の 指定 する 議決権行使 ウェブサイト

（https://www.e-sokai.jp）をご利用いただくことによってのみ可能です。（議決権行使ウ
ェブサイトは、一部の携帯電話端末（スマートフォン等）を用いる場合を除き、携帯電話を
用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承ください。）

(2)インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決
権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って議案に対する賛否
をご登録ください。

(3)インターネット等による議決権行使は、2022年11月24日（木曜日）午後５時30分まで受付い
たします。

(4)書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(5)インターネットによって、複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な
議決権行使として取り扱わせていただきます。

(6)議決権行使サイトをご利用いただく際の通信料金等は、すべて株主様のご負担となります。
(7)株式会社ICJが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」に参加される株

主様は、当該プラットフォームをご利用ください。

以　上
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交通のご案内

●鉄道

九州新幹線「出水駅」よりタクシーで約15分

肥薩おれんじ鉄道「西出水駅」よりタクシーで約５分

●航空

鹿児島空港より九州新幹線「出水駅」まで空港リムジ

ンバスで約85分

●自動車

国道３号線・国道328号線・県道374号線・国道504号線

※本社へは、西側門よりご入場ください。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：鹿児島県出水市大野原町2141番地

株式会社マルマエ　本社　３階「特設会場」

電話：0996-68-1150（代表）

Ｎ

西出水

ディスカウント
ドラッグコスモス
西出水店

Ａ・コープ
西いずみ店

ENEOS

よしだ
歯科

入口

あすなろ印刷

マルハニチロ物流 九州
支社 出水物流センター

西出水
運動公園

出水
高校

肥薩おれんじ鉄道

西出水町

本社
（出水事業所）

369

369

374


